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五 む す び

一 は じ め に

最近,手 形法第85条 にい う利得償還請求権 の 消滅時効期間について,最

高裁判所 としては初めての判断が示された。それは利得償還請求権の消滅時

効期間は5年 であるとする上告理由 に 対 し,「利得償還請求権は,手 形上の

権利が手続の欠鉄あるいは短期の消滅時効によって消滅す るため,手 形上の

権利を失なった手形債権者 と利益を得た手形債務者の公平をはか るために認

め られたものであるか ら,手 形上の権利 自体ではないが,既 存の法律関係が

形式的に変更 され るだけで,手 形上の権利の変形 と見るべ きであ り,手 形上

の権利が実質的に変更されて既存の法律関係 とはまった く別個な権利たる性

質を有す るに至るものとい うべ きではない。 したがって,利 得償還請求権は

商法五〇一条四号にい う 『手形 二関スル行為』に よって生 じた債権に準 じて
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考 うべ く,こ れが消滅時効期間については,同 法五二二条が類推適用され,

五年 と解するのが相当である」(最高判昭和42年3月31日 民集21巻2号483頁)

と判示した ものである。この判決は,利 得償還請求権 の 消滅時効期間 は10

年(民167条1項)で ある,と する従来の大審院判例を変更 した とい う意味に

おいて,注 目すべ きものである。

この判決 とは直接の関係を持たないが,最 高裁判所は,白 地小切手の補充

権の消滅時効期間について,「 補充権授与の行為 は 本来の手形行為ではない

けれ ども商法五〇一条四号所定の 「手形に関す る行為』に準ずるものと解 し

て妨げな く,ま た白地小切手の補充は,小 切手金請求の債権発生の要件をな

す ものであ り,さ らに小切手法が小切手上の権利に関 し特に短期時効の制度

を設けていること等を勘案すれぽ,白 地小切手の補充権の消滅時効について

は商法五二二条の 『商行為 二因 リテ生 シタル債権』の規定を準用するのが相

当である」(最高判 昭和36年11月24日 民集15巻2号536頁)と 判示し,白 地手

形補充権の消滅時効期間は20年(民167条2項)で ある,と す る従来 の 大審

院判例を変更 している。 これ ら二つの判決をみ ると,そ こになにか最高裁判

所の一連の態度 といったよ うな ものを窺えるようである。

二 判例および学説

先ず,10年 説 を 採 用 した 最 初 の 大 審院 判 決(明 治45年4月17日 民録18輯

397頁)は,そ の理 由 として次 の よ うに のべ てい る。

「商 法第四百四十四条(現 手形法85条)ノ 償還 請求 権 ハ手 形 ヨ リ生 シ タル債

権 力時効 叉ハ手続 ノ欠敏 二因 リテ消滅 シタル トキ発生スル モノナ レハ,其 債

権 ハ手 形 行為 二因 リテ生 ス ル モノ ニ非サルハ勿論其他何等 ノ商行為 二因 リテ

生 スル債権 ニモ非 サルヤ明ナ リ。抑モ債権 力商行為 特 二手形行為 二因 リテ生

シタル トキハ商法第二百八十 五条(現522条)第 四 百 四十 三条(現 手形法70条)

ノ規 定 二依 リ,一 般 ノ商 行為 二付 テハ 五年 ノ時 効 二因 リテ消滅 シ,手 形行 為

二付 テ ハ三年 等 ノ時 効 二因 リテ消滅 シ,引 受 人 又 ハ約 束手 形 ノ振 出人 二対 ス
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ル債権 二付 テハ満期 日ヨリ起算 スヘキモノナ リ ト錐 モ,如 上 ノ償還 請 求 権 ハ

手 形 債 権 力既 二其特 別時効又 ハ手続 ノ欠鉄 二因 リ消滅 シタル後始 メテ発 生ス

ルモ ノナル以上ハ,一 般 ノ商 事 時 効 ヲ適 用 ス ヘ キ モ ノニ非ス シテ普通債権 二

対 スル時効 ヲ適用 シ其権利 ヲ行使 シ得ヘキ時 ヨ リ十年 ヲ経過 スル ニ因 リテ消

滅 スルモ ノ ト謂ハサ ル可 カラス」

この大審院 判決以後,10年 説 が 判 例 とな っ てい た。 最 近,下 級 審 で5年

説 を と くもの が一 件(名 古屋高金沢支部判 昭和39年7月3日 高裁民集17巻5号292

頁)あ った だ け で あ る。 そ れ が今 度 の最高裁判決に よ り5年 説 が 採 用 され,

判 例 は最 近 の多 数 説 に した が い変更 されたかたち とな ったわけであ る。
(1)(2)(3)

一・方 ,学 説 は まち まち にわ か れ,10年 説,5年 説,3年 説,手 形 の 短 期 時
り

効がそのまま準用 されるとする説,な どがある。

10年 説の論拠は,従 来の判例の 説 くところとおなじく,利 得償還請求権

は手形法上の権利ではあるが,手 形上の権利ではないか ら,手 形の短期時効

(手70条)の 適用を うけず,ま た,こ の請求権 は 商行為たる手形行為によっ

て生 じた ものではないか ら,5年 の商事時効(商522条)の 適用を もうけない

のであって,結 局,こ の請求権は手形法によって認め られた特別の請求権で

あ り,そ の性質は一種の指名債権であるか ら,一 般債権に対する時効の適用

を うけ,そ の消滅時効期間は10年 である(民167条1項)と す るものである。

この10年 説に対 し,S年 説,3年 説及び手形の短期時効がそのまま準用さ

れ るとする説の三説の論拠は,利 得償還請求権は,こ れを形式的にみれぽ手

形法に よりみ とめ られた一種特別の請求権であ り指名債権たる性質を有す る

が,こ れを実質的に考察 してみると手形上の権利の残存物ないし変形物であ

ると考え られ るのであって,そ の消滅時効期間についても,手 形上の権利 と

無関係に解釈すべきものではない とい うところにある。10年 説 は 利得償還

請求権の形式的な法的性質を重視 して解釈 し,他 の三説は利得償還請求権の

経済的 ・実質的な性格を重視 して解釈 しているわけである。要するに重点の

おき場所の相違による解釈のちがいのようである。 これ ら三説はそ していか
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なる程度に利得償還請求権を手形上の権利の残存物ないし変形物であると考

えるかの差に より,そ の消滅時効期間を,あ るいは5年 とし,あ るいは3年

とし,あ るいは手形の短期時効がそのまま準用されるとしている。

したがって,利 得償還請求権が実質的には手形上の権利の残存物ない し変

形物である,と い うことを重視 して解釈するとい う意味では,利 得償還請求

権は商行為によって生 じた る債権に準 じて5年 の時効に より消滅す る,と 説

く5年 説は徹底 しない。その点,利 得償還請求権には手形の短期時効がその

まま準用されるとす る説の方が,よ り徹底 しているといえよ う。それに,商

法501条4号 の存在が疑問視されている今 日,法 形式論理か らはまちがいで

はない として も,利 得償還請求権の消滅時効期間につき商事時効に関す る商

法522条 を準用す るとい うことには大きな疑問がそんす る。一方において利

得償還請求権が手形上の権利の残存物ないし変形物であるとい うことを強調

しなが ら,そ の消滅時効期間につき,手 形上の短期時効を準用することを避

け,商 法522条 を準用するとの解釈論は一つの妥協の産物 といえよう。

5年 説の根底には,利 得償還請求権の法的ない し経済的性質論議 もさるこ

となが ら,そ の消滅時効期間を10年 とす るのは あまりにも 長すぎるとい う

感覚的な ものが強 く働いているようにお もわれる。つ まりそれは次のよ うな

理解を前提 としている。仮 りに10年 の 消滅時効に罹るべ き一般債権を 目的

として約束手形が振出された場合に,原 因債権 は 弁済期か ら10年 の消滅時

効にかか るが,他 方,手 形法上の権利は といえば,手 形債権が満期か ら3年

の時効完成後,利 得償還請求権が発生し,こ の請求権の 消滅時効期間を10

年 であると解すると,通 常,原 因債権の弁済期 と手形の満期 とは同 じであろ

うか ら,そ こに3年 間の差が生 じることになる。ましてや,商 品売却代価の

債権は2年 の時効に罹る(民137条1項)等,商 法上,民 法上,短 期消滅時効

にかかるとされている債権は多 々そんし,そ れ らを 目的として手形が振出さ

れた場合には,そ の差を一層ひろげる。この感覚的理解は,5年 説に限 らず

3年 説及び手形の短期時効がそのまま準用されるとす る説について も,同 じ
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ことカミいえ よ うo

なお,ド イ ツ法 に あ っては,条 文 上,そ の 消滅 時 効 期 間 に つ き,手 形 法 上

は3年,小 切 手 法 上 は1年 と明定 され て い る ので 問題 を 生 じない(ド イ ツ手形

法89条1項,小 切手法98条2項)。

(1)松 本 ・手形法95頁,等 々。

(2)田 中(耕)・ 手 形法小切 手法概論195頁,伊 沢 ・手 形法小切手法233頁,鈴 木 ・

手 形法小切 手法311頁,服 部 ・手形小 切手法163頁,等 々。

(3)明 確に利得償 還請 求権 の 消滅時効期間 は3年 であ ると した ものは 見 当た らな

い。大 隅=河 本 。手形法小 切手法412頁,浜 田 「利 得償還」講座5巻163頁,等

参 照。 なお,立 法論 として3年 説 を主張 され るもの と して,鴻 「手 形法上 の利得

償 還請求権」 商法研 究 ノー ト皿181頁 が あ る。

(4)喜 多川 「手 形時効」講座5巻119頁 以下 。

三 利得償還請求権の性質論か らの考察

1序

利得償還請求権の消滅時効期間をいかに考えるべ きかは,究 極,利 得償還

の制度,つ まり,法 律上,利 得償還請求権が認め られていることの趣 旨をど

う把握するかに連なる問題である。利得償還請求権を手形の残存物ないし変

形物であるといって も,な ん ら問題を解決 したことにな らない。
　り

利得償還の制度を手形法体系の中にいかに位置づけるべきかを考えるにあ

た り,各 国の立法例をみてみ ると,手 形法上の利得償還制度を設けているか

否かは,各 国の法制度によりまちまちである。ジュネーブにおける手形法統

一条約(1930年)第2附 属書第15条 また小切手法統一条約(1931年)第2

附属書第25条 に,そ れぞれ利得償還請求権 を 認めるか否かは各締約国の自
(2)

由である旨が規定 された。 しか も,英 米法系諸国は統一条約に調印してお ら

ず,フ ラソス法系は資金理論に より問題の解決を図っているし(資 金関係を

いかに解するか も各締約国の自由とし,統 一 条約 の留 保 事項 とされ て い

る),ま た,利 得の償還 を 認め るドイツ法系にあっても,利 得償還請求権の



一一142-一 商 学 討 究 第18巻 第3号

内容について各国おなじわけではない。利得償還請求権の内容については統

一条約成立以前か ら
,そ の発生要件や時効期間,利 得償還義務者の範囲等に

ゆ
つ き,各 国 の規 定 が 区 々に わか れ て いた もので ある。

　め

統一条約第2附 属書において,裏 書人を利得償還義務者に加え うるか否か

について も,か かる者が利得するとい うばあいが実際にはあるのかど うか と

い うことに関連 して議論のわかれたところである。これは結局スカソジナヴ

ィア諸国の主張が入れ られて,裏 書人を も利得償還義務者中に加え うること

にした とい う経過がある。

上述のことか らも,わ が国手形法第85条 に 規定されている利得償還請求

権は,そ れの内容が手形法体系か ら論理必然的に一義的にあ らわれて くるも

のでないことを窺 うことができる。利得償還請求権の法的性質を論 じてみて

も,そ のことか らただちにこの請求権の内容につき結論を抽出できるとい う

性格のものではない。

2時 効制度 との関連

① ドイツ法系における手形法体系にあっては無因理論(こ れは手形所持

人に有利に機能する)を 採用 して,手 形の転蝦流通性を強度に保護 し支払を

確実に している。すなわち,権 利の外観に対する取引界の信頼を保護 してい

るわけで,こ れを手形債務者の側か らみればその責任は厳格なものになって

いるといえ よう。他方,そ の規定の仕方が立法論として妥当であるかいなか

は別 として,金 銭取引の手段たる手形の,短 期決済 とい う目的のため,法 は

特別の短期消滅時効をみとめ,か つ,遡 求権保全手続の要件を厳格に してい

る(こ れは手形所持人に不利に機能す る)。

手形債務者の責任が厳格なので,短 期消滅時効を認め,か つ,手 形権利者
　らラ

の遡求権保全手続 を 厳格にしているのである,と いった 説明には 賛成 しな

い。手形債務者の保護に とって必要なことは,い かなる者に支払えば責任を

まぬがれ るか とい う基準を明確にす ることであろ う。手形債務者の責任がい

かに厳格なものであれ(こ の厳格 とは'あ る行為については責任をとらせる
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とい う意味で しかない),少 な くとも手形上 の 権利について,他 の債権につ

いて と異なる特別の短期消滅時効をみ とめることによって,手 形債務者を保

護す る必要はない。

手形上の権利につ き短期消滅時効を認め,か つ,遡 求権保全手続を厳格な

らしめている趣 旨は,「 手形債務者の責任 が 厳格なため,手 形権利者にもそ

の権利の行使につ き厳格な制限を加える」 といった喧嘩両成敗式の恩恵的措

置ではな く,迅 速なる取引決済 とい う要請に もとつ く,手 形の短期決済 とい

う目的にでているのである。それが機能面で手形債務者を保護す る結果 とな

っているにすぎない。一方において,取 引の安全 ・手形の流通の促進とい う

目的か ら無因理論が採用され,他 方において,手 形の短期決済 とい う目的か

ら,手 形の短期消滅時効 ・遡求権保全手続の厳格な遵守負担が規定されてい

るのである。前者が手形債務者にとって不利に機能 し,後 者が手形権利者に

とって不利に機能す るとい うにす ぎない。

手形の この短期決済の目的か ら,遡 求権保全手続の欠鉄 または時効に より

手形上の権利が消滅 し,そ れですべてにつ きけ りをつけて しまうことは,法

律感覚(価 値観)に 合わないとい うところか ら,利 得償還請求権をみ とむべ

き必要性が説かれているといえよう。法律感覚にあわないかあ うかは,実 質

関係上の権利 と手形上の権利 との取扱いにつき,こ れ ら権利の消滅の面で,

あまりにも相異 した結果になるかならないかによっている。

たとえば,一 般債権の支払に代えて約束手形が振出された場合,も し手形

が振出されなければ弁済期か ら10年 の 消滅時効であるが,手 形が振出され

たがために満期か ら三年で時効完成(時 効の中断がないとして)し,そ の間
(6)(7)

に7年 の差が生 じる。 これはおか しいとい う法律感覚である。仮 りに一般債

権が時効にかか り消滅 して も,な ん ら債権者に対する救済方法を法は考えな

い。それは法が時効制度をみとめた結果であって,静 的,権 利義務関係の終

結につき妥当な解決をなしているものであると是認す るか らである。手形債

権の時効制度について法がそれ と同様に考えないのは,手 形の手段的性格を

■
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考慮 した ものである。つま り,手 形債権 自体の時効消滅については容認する

が,手 形債権の時効消滅 と同時に,原 因債権債務関係 もすべて終了す るとな

すのは不都合であるとするのである。手 形 の短 期 消 滅時効期間はすべての

権利義務関係の終了のため,妥 当な期間であるとして定め られた ものではな

く,手 段的性格を有す る手形の,動 的,短 期決済 とい う他の要請か ら定め ら

れた時効期間にす ぎないか らである。

この法律感覚を称 して衡平の観念 といっているものである。 これが利得償

還請求権を認むべきと説 く場合の,利 得償還制度の趣 旨である。すなわち,
(8)

不 公 平 な 利 得(ungerechtfertigterBereicherung)を 認 め な い と い う こ とで

あ る。

② 上 の 理 解 が 判 例 理 論 の 底 流 と な っ て い る こ と が うか が え る。 そ れ を 次

に 図 で 示 しな が ら考 察 し て み る 。

○

○

▲

1-●

手形上の権利の時効消滅点

原因債権の時効消滅点

利得償還請求権が発生したと仮定して,そ れの時効期間満了点

轟 一 〇

この間は他に救済方法つま

り原因債権があるから利得

償還請求権は発生しない

○ 一一 一 一一

一●

▲一一→

以後は利得償還請求権を認めない

この間は手形上の権利が存

在するか らそもそも利得償

還請求権は問題にならない

▲一 →

以後はその発生要件を形式的に満

たしても利得償還請求権を認めな

し ・

したがって少な くとも,た とえば約束手形が既存債務の支払のために振出

されたばあいに,約 束手形の振出人(利 得償還義務者たるべ き者)と その受

取人 との間においては形式的には原因債権の時効期間と手形法上の権利の時

効期間 との間に差を生ぜ しめるようなばあいで も,実 質的には差を生 じない

ことになる。 そのかぎ りにおいては,判 例が10年 説か ら5年 説に変更 した

ことには,実 益がないことになる。その他の当事者関係のばあいについて述

べ るまえに,判 例の説 くところを概略掲げてお くことに したい。



色

利得償還請求権の消滅時効期間(斉 藤) 一一145一

イ 利得償還請求権を認めない場合 その一(1図)

先ず,手 形上の権利の消滅後に原因債権が時効消滅 したばあいには,利 得

償還請求権をみ とめないとする判決はつぎのごときものである。

④ 東京地判 昭和13年7月7日 新聞4457号16頁 〔事実〕 貸金債権の

支払方法 として約束手形がX宛 に振出された。その後,手 形債権は昭和9年

9月 末 日に,ま た,貸 金債権は昭和11年9月26日 に,そ れぞれ時効が完成

した。 〔判文〕 「約束手形 ヨリ生 シタル権利力時効 ニヨリテ消滅 シタル場合

所持人 二法律上許サルル振出人二対スル利得償還 二於 テ振出人 力受 ケタル利

益 トハ振出人力手形 ノ基本関係 二付振出 ノ対価 トシテ現実 二受 ケタル利益 ヲ

指称スルモノナル トコロ手形 力債務 ノ支払 ノ為 メ振出サ レタル場合ニハ其 ノ

既存債務ハ手形 ノ支払アラサル限 リ消滅セサルヤ明カナル ヲ以テ手形振出人

ハ手形振出ショリ何等現実 二利得 シタルモノニアラサ レハ仮 二手形 ヨリ生 シ

タル債権 力時効ニヨリテ消滅スルモ所持人ハ利得 ノ償還 ヲ請求スルコ ト能ハ

ス尚又此理ハ既存債務 力其 ノ後時効 ニヨリテ消滅スルモ這ハ手形振出ノ際 ノ

基本関係 ト何等因縁ナキ別箇 ノ原因ニヨリテ消滅 シタルモノニ係 リ之 ヲ以テ

前示約束手形 ノ基本関係二付振出ノ対価 トシテ現実 二受 ケタル利益 ト称スル

ヲ得サルモノ トス……右手形 ノ消滅時効完成当時ニハ右貸金債権ハ未 タ消滅

シ居 ラサ リシモノ ト謂 フヘキヲ以テXハ 本件手形取得当時ハ元 ヨリ其 ノ主張

ノ手形債権 ノ消滅時効完成当時尚基本 ノ貸金債権 二基キ其 ノ権利 ヲ行使シ得

ヘカ リシモノナ レハ其 ノ後右貸金債権 二付消滅時効完成 シタルコ トヲ捉 ヘテ

遡 リテ現実二利得シタルモノ ト主張スル能ハス」

⑬ 大判昭和16年6月20日 民集20巻14号900頁 〔事実〕Y等 はX銀

行か ら金銭を借受け,そ の支払方法 として約束手形を振出した。その後,手

形債権は昭和3年4月17日 に,ま た,貸 金債権は昭和5年4月17日,そ れ

ぞれ時効が完成 した。

◎ 最高判 昭和38年5.月21日 民集17巻4号487頁 〔事実〕YはXか

ら金銭を借受け,そ の支払方法 として約束手形を振出 した。その後,手 形債
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権が時効消滅 した後に貸金債権についても時効が完成 した。

ロ 利得償還請求権を認めない場合 その二(H図)

原因債権の時効消滅後に手形上の権利が消滅 した場合には,利 得償還請求

権を認めないとする判決は次のごときものである。

④ 名古屋高判 昭和36年3月28日 高裁民集14巻3号210頁 〔事実〕

Y等 はXに 対 し商品買受代金の支払方法 として 約束手形 を 振出した。 その

後,売 掛債権 も手形債権 もともに時効消滅 した。

⑧ 名古屋高金沢支部判 昭和39年7月3日 高裁民集17巻5号292頁

〔事実〕Yは 訴外ABに 対 し商品買受代金の支払方法 として約束手形を振出

した。 売掛債権は弁済期(手 形の満期と同日と認定された)か ら2年 の消滅時効

が,ま た,手 形債権は満期か ら3年 の消滅時効が,そ れぞれ完成 した。Xは

手形債権の時効消滅後ABか ら手形を譲 り受けた。 〔判文〕 「本件各約束手

形の振出しの原因 となったYに 対す る売買代金債権が,い ずれ も本件各約束

手形の手形金債権の時効消滅前に時効に より消滅 したことは前述のとお りで

あるが,Yが 売買代金の支払いを免れることによって利得 したのは,売 買代

金債権の時効消滅 とい う本件約束手形 の振出 しとは別個の法律上の原因によ

るものであ り,右 の利得をもって本件各約束手形の振出しによる利得 とい う

ことはできないか ら,Aお よびBは 本件各約束手形の手形金債権が時効消滅

した ことに よっては,Yに 対す る手形法上の利得償還請求権を取得 しなかっ

たものといわなければな らない。」

判例はかかる理論を採用 しているため,約 束手形が既存債務の支払のため

に(取 立のために,支 払方法として。以下特に ことわ らない限 り,担 保のた

めにを含めた広い意味に用 いる。)振 出された場合,振 出人 と 受取人との間

の法律関係については,10年 説を採ろ うと5年 説 を 採ろ うと,実 質的に差

異がないわけである。図1皿 ともに,原 因債権の時効消滅(完 成)の 時点に

力点が置かれている。図IIの 場合において も,原 因債権の時効消滅後にあっ

ては,手 形上の権利が存在 していて も,原 因債権の消滅 とい う抗弁の対抗を
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うけることになる。

いずれにして も,上 述の例のごとき場合において,原 因債権時効消滅後は

受取人に法的救済方法がな くなるわけである。判例が以上のよ うな理論を採

用 しているため,上 述のばあい受取人が利得償還請求権を取得す る余地のな

い ことになるが,か かる帰結は不合理であるとして判例理論を非難す る主張

もそんする。 しか し,後 述のごとくかか る主張は本末顛倒である。上述のよ

うなぽあいには,受 取人に利得償還請求権が発生す るとすることこそが不合

理であるとい うべ きである。(も っとも,利 得償還請求権が発生す ると解 し

て も,振 出人受取人間においては,原 因債権の時効消滅は抗弁事 由になるか

ら,結 果はおな じことになろ う。)

だが,手 形は本来輯転流通す ることを予定 しているか ら,手 形関係は上述

の例のばあいのごとく単純な ものばか りではないため,し か く簡単にはいか

ない。手形が支払に代えて(支 払 として)振 出されたばあいには,原 因債権

の消滅時効が初めか ら問題にな らないわけである。また,た とえば甲振出人

乙受取人 丙被裏書人の場合,丙 の原因債権は乙に対す るもので主た

る債務者甲に対するものではな く,甲 乙間の原因関係は,丙 に とっては,悪

意の抗弁の対抗を うけるばあいをのぞき原則 として無関係である。 また,甲

為替手形の振出人一 乙引受人 丙受取人のばあい,丙 の原因債権は甲に

たいするもので主た る債務者乙にたいす るものではな く,甲 乙間の資金関係

は丙に関係がない。 このような場合には,10年 説 を 採るか5年 説を採 るか

に より,実 質的差異を生 じる結果 となる。

ともあれ,判 例理論を検討 してみると,そ の底流に,手 形債権の消滅後は

実質関係 に 立ちもどろ うとし,利 得償還請求権についても実質関係になる

べ く近づか しめ ようとの うごきが存するようにかんじられ る。つまり,判 例

は,手 形関係の消滅後は,実 質関係に近づか しめて解決す ることを衡平であ

ると考えているのではなかろ うか。

③ 手形行為が支払のためになされたばあいにつき考えてみ ると,手 形上
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の権利が時効にかか り消滅 した ときには,そ の手形は手形 としての生命を失

ったのであるか ら,後 は実質関係 で 解法することにしても よさそ うである

が,当 事者が複数なることを予定す る手形小切手にあっては,し か く簡単に

はいかない。

た とえば,2年 の短期消滅時効にかかるべき債務の支払のために振出され

た約束手形が,10年 の時効にかかるべき債務の支払のために 裏書譲渡 され

た とき,所 持人(利 得償還請求権者たるべき者)の 原因債権は受取人に対す

るものであって,ド イツ法系にあっては,所 持人 と振出人(利 得償還義務者

たるべき者)と の間には実質関係がそん しない。 したがって,振 出人 ・所持

人間の法律関係は,振 出人 ・受取人間の法律関係 とは同視 しえない。手形が

既存債務の支払に代えて授受された ときには,実 質関係に立ちもどるすべ も

ない。手形が既存債務の支払に代えて授受された ときにも,利 得償還請求の

考察の場においては,手 形授受後 もなお 既存債務 が 存続す るものと仮定 し

て,問 題の解決をはかろ うとしても,手 形が支払のために授受された時 と同

様の困難に逢着す ることとなる。いずれにせ よ,利 得償還請求権なる概念を

設定 し,事 案にたいし妥当な解決がえ られるように しなければな らない。結

局,経 済取引社会の通念を して不公平 と思わ しめている前述の基礎的事実を

認識 し,そ の認識に立脚 して手形関係 と実質関係との双方を考慮 し,こ の二

つを収敏するような方向へ妥当な解決点を見いだすよ うにするとい うほかは

ない。具体的問題の解決の場においては,あ る面では手形関係か らの影響力

のほ うを強 く認めることが公平と考え られ,あ る面では実質関係か らの影響

力のほ うを強 く認めることが公平であると考え られ よ う。

3残 存物税の再検討

利得償還の制度を以上のよ うなものと理解するとき,こ のことを別の面か

ら表現 して,利 得償還請求権は,こ れを 法律的 ・形式的 に 観察すれば,手

形法 ・小切手法の認めた特別の請求権(手 形上の権利ではな く手形法上の権

利)で あって,そ れは指 名債権の一種に属 し,ま た,こ れを経済的 ・実質的
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(9)

に観察すれば,手 形上の権利の残存物ない し変形物であるとい うのである。

だか ら手形関係か らの影響力の方を強 く認めるのが公平であると考え られる

ばあいには,当 該問題の解決の理由づけを説明して,<利 得償還請求権は手

形の変形物であるか ら〉 との理由づけをするのである。この論理を逆に し,

すべての問題 の 解決にあた り,<利 得償還請求権は手形 の 変形物であるか
(10)

ら〉云々と解すべ きである,と す る解釈態度には賛成す ることができない。

④ たとえば,利 得償還額は原則 として実質関係において現実に得た利益

の額であって,利 得償還請求権が手形の残存物ないし変形物であることを主

張する説 も,利 得償還額は手形金額と必ず同額であるとはいわない。 したが

って,利 得額が手形金額より少額であれば,も ちろん,実 際の利得額だけを

償還すれば た りるのである(手 形法85条 「其 ノ受ケタル 利益ノ限度 二於テ

償還」と規定 したのは,こ の趣 旨 を 明示 した ものである)。手形金額と同額
く　も

の利得をな しているとの推定ははた らかず,利 得額の立証責任は利得償還請
ロの

求権者が負担す るのである。利得償還請求権が手形の残存物ない し変形物た

ることをもって,す べてをわ りきろ うとすれば,本 来,手 形金額がすなわち

利得償還額であるとい うべき筋合であろ う。

利得額が手形金額より多額のときには,償 還額については手形金額が上限

を画す ることになろ う。債務負担額を手形金額に しよ うとの合意で,既 存債

務の代物弁済 として 手形 が 授受されることもあろ うし,ま た,甲(約 手振出

人)一 乙(受 取人)一 丙(所 持人)の ばあいを考えてみると,丙 が乙に与える

対価が手形金額に相当するものであるとき,甲 の償還すべ き額が手形金額 よ

り多額であるとす ると,丙 は不当に利得す ることとなる。かか る考察をふま

えて,利 得償還額につき手形金額が上限をか くすべ きであるとすることの説

明 として,利 得償還請求権は手形の残存物ない し変形物であるか らと述べて

いるのであって,〈 利得償還請求権は手形の残存物ない し変形物である〉 と

い うことか ら,か かる結論をみちびき出 しているのではない。

⑧ 利得償還義務者は請求を待って履行遅滞におちいる(義 務者としては
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請求されざる限 り誰が権利者なのかわか らない)が,そ のさいの遅延利息に
く　ヨ　

ついては,利 得償還請求権は民事上の債権であるか ら年5分(民404条)ま た

　ユの

は商事債権に準 じて年6分(商514条)と い うふ うに一律に論 じえない。金銭

取 引 の手 段 た る手形の法律関係が消滅することに より,実 質関係をも含め

すべての法律関係を終結 させて しま うのは,不 都合であるとい うところか ら

利得償還請求権がみ とめ られたことを考えれば,遅 延利息については本来の

基本債務に立ちかえって,あ るいは年5分 としあるいは年6分 とすべ きであ

る。利得の立証の段階で,基 本債務が民事か商事かはおのずか ら明 らか とさ

れ るであろ う。

◎ 履行場所については,当 事者 が 多数なるを予定する手形関係 を 考慮

し,取 立債務であると解すべ きである。義務者 としては誰に どこへ償還すれ
く　め

ぽよいか判然 としないであろ うか らである。 この限 りでは手形関係か らの影

響を受けるとい うべ きことになる。

⑪ 請求当時に利益が現存 しな くとも(費 消,遺 失 ・粉失,窃 盗によると

自己が費消 した と,他 人たとえぽ会社役員が費消 した とを問わない)利 得の

償還義務を負 う。利得償還請求権は実質関係上の債権ではないが,償 還義務

者の立場か らみれぽ,償 還義務の内容は,も し手形の授受なか りせば依然 と

して負っているであろ う実質関係上の義務 と近似の ものであるか ら,一 度得

た利益をのちに費消 して も償還義務を負 うべきは当然である(た とえぽ,買

主が物品を受領 したのち,代 金支払前にその品物を費消 して しまったか らと

て,代 金支払債務 を 免れるものではない)。 この点で も,利 得償還請求権は

民法上の不当利得返還請求権 と相異す る(民703条 参照)。

⑭ 利得償還義務 の 内容は,実 質的には,(手 形上の権利義務以外の)実
(星6)

質関係上の義務をい うか ら,融 通手形の振出人には利得があるといえず,書
くの

替手形にあっては,旧 手形債務を免れた ことが利得にあたるのではな く,旧
ダ　 　

手形についての原因関係上でえた対価が利得 となる。

⑭ 手形が贈与されたばあいを考えてみ ると,
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(例)甲(約 手振出人)購 乙(受 取人)一響 を得誕 丙(所 持人)

甲は手形債務をまぬがれても利得償還義務を負わない。現実贈与で甲が贈

与 した もの(ま たは贈与契約に より無因の債務を負担 しその履行 として給付

した もの)は,短 期消滅時効にかかるべ き,金 銭債権を表彰する手形 とい う

客観的価値物なのであるか ら,そ の給付により甲は完全な給付をおえたので

あって(そ の手形債務の支払がなされたかいなかは,贈 与契約 とは無関係な

ことであ り,そ れは一人,手 形上の権利義務の関係である),丙 が 勝手にそ

の価値物 を 消滅せ しめたとて,そ れは 甲とはなん ら関係のないことである
くゆ

(民551条1項 本文参照)。 甲が引受人のばあいも同様である。

裏書人乙 も利得償還義務を負わない。なぜな ら,乙 の財産的増加は贈与に

よって生 じた ものであって,丙 が手形上の権利を失権せ しめたことによって
く　

生 じた ものではないか らである。

◎ 手形債務に対する民商法上の保証の効力が利得償還請求権に及ぶかど

うかの問題は,利 得償還義務者の問題ではな く,保 証人の問題である。 した

がって,保 証人の意思がいかなるものであったかをまず判断 し,そ れが不明

のぽあいに,保 証人の意思は,経 済取引上,通 常いかなるものであるかを客

観的に判断 して解決 しなければな らない。原因債務について保証をな した者

は,そ の後,そ の原因債務の支払に代えて約束手形が振出されたぽあいなど

においては,利 得償還請求権についても保証をすべきであろ うが,か かる事

情のそん しない手形債務についての保証人は,手 形債務についてのみ保証す

る意思 しかな く,利 得償還請求権についてまで保証す る意思は存 しない とい
ゆり

うべきであろ う。

手形保証のばあいにも,手 形保証人は利得償還請求権についてまで も保証

するとの意思を有しない と考え られ よう。

⑪ 手形の共同振出人については,共 同振出人が連帯責任をお うと解 しよ

うとあるいは 合同責任(手47条1項)を お うと解 しよ うと,利 得償還請求権
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者は共同振出人の誰にたい してで も利得の償還を請求で き(自 己に対す る手

形債権が未だ消滅時効にかかっていない振出人は,手 形債務をおっているか

ら利得償還義務をおわない),責 を 免れ ようとする振出人は,自 分がなん ら

利得を していないこと,た とえぽ他の振出人を保証する目的で手形行為をな

したにすぎないことを立証すべ きである。権利者が,現 実に共同振出人の う

ちでだれがいかほど利得をえてい るかを,立 証することは実際上できないで

あろ う。そのかぎりでは,利 得償還請求権は手形関係か らの影響を うけ ると

解せざるをえない。 これを説明して利得償還請求権は手形上の権利の残存物

ない し変形物であるか らとのべ るのである。

以上のごとく,利 得償還請求権は不公平(前 述参照)を とりのぞ くべ く衡平

の観念によってみ とめ られた権利であって,そ の内容は上述のごときもので

ある。利得償還請求権 とはなにか とい う質問にたい して答えるさいに,利 得

償還請求権 とはか くか くのばあいにはか くか くの法律効果を生ず るとい う個

別的解決の総体である,と い うことがその一義的性質論を云々するよりも重

要である。利得償還請求権が衡平の観念ににより法律上認め られた権利であ

るとい うこと以上に,一 般的定義づけを しよ うとす ることはあまり価値がな

いとい うべきであろ う。

もっとも,利 得償還の制度には衡平の観念を認めることはできず,手 形法

に定め られた期間内に権利を行使することは容易なのであるか ら,適 時に取

立をなす ことを癬怠 した手形所掛人に,手 形上の権利の残存物たる利得償還

請求権をみ とめその者を保護す るのは,所 持人にたいする寵遇 とい うほかは
(22)

ない,と い う趣 旨をのべ られている学説 も存す る。この説の根底にあるもの

は,手 形が既存債務の支払のために授受された場合,原 因債権 と手形債権 と

は同一の 目的をめざしているのであるか ら,手 形の譲受人が自己の過失に よ

って手形上の権利を権利を消滅せ しめた ときには,原 因債権 も消滅するとい

うべ きであって,そ のほかに手形上の権利が消滅 したのちにそれが形をかえ

て利得償還請求権 として存続するとい うことには,衡 平の観念を認めること
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はできない とい うことのようである。

お もうに,被 裏書人が手形債権を消滅せ しめた場合に,裏 書人に対す る原

因債権 も消滅す るとい うことは手形授受に よる影響の効果であって,手 形が

授受されなかった場合の,既 存債権の本来のすがたではない。そして,ド イ

ツ法系にあっては不合理な結果を是正するために,手 形上の権利 とはその法

的性質のちが う利得償還請求権をみとめているもので,か か るる理由に より

みとめ られた権利であるところか ら,そ れは衡平の観念にもとつ くものであ

ると称 しているのである。 したがって,か かる事態を不公平 と考えるかいな

かの価値観の相異により,事 案の解決の方向づけがちが うわけで,利 得償還

請求権が,あ るいは衡平の観念にもとつ くとし,あ るいは衡平の観念 とは相

容れないとす ることは,そ の価値観の相異に帰するといえよ う。 ・

(1)説 明の便宜上,正 確 には 「手形 お よび小 切手」 とのべ るべ き場合 につい て も,

手形 に代表 させ て説 くとい う意味 で,た んに 「手形」 と して表現す る。

(2)立 法経 過 につい ては,大 橋 ・新統一・手形 法論787頁 以下 参照。

(3)VgLFelixMeyer,DasWechselrechtII.S.98,1.S.161ff.

(4)東 京地 判昭和33年1月13日 下 級民集9巻1号9頁 参照 。

わが 国旧商法第444条 は利得 償還義務者 中に裏書人 を入 れ ていなか ったが,改

正 に よ り新 しく加え られ た もので あ る。

(5)野 津 ・民商8巻5号882頁,等 々。

(6)こ こに7年 の差 が生 じると した のは,通 常 の場合 を想定 しての立 言で ある。通

常 は既存 債務 の弁 済期 と同 日に,手 形 の 満期 日が きめ られ る ことが 多いで あろ

う。

既存債 務 の弁済 期 と手形 の満期 日とが 同 日で ない場 合にお いて,手 形が既存債
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ロ 　

権の支払担保のためないし支払確保のために振出されたときには,債 権者は既存

債権 と手形債権 とのいずれをさきに行使することも自由であると解されているか

ら,既 存債権の消滅時効は既存債務の弁済期から進行 し,ま た手形債権 の消滅時

効は手形 の満期 日から進行 し,し たが って時効期間の差が7年 ではな くなる。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 コ 　 　

手形が既存債務の支払方法としてないし支払のため(狭 義)に 振出された場合

には,ま ず手形債権 を行使 し,し か るのちに既存債権を行使 しうるものと解され

ているから,手 形 の満期が既存債権の弁済期 よりも早 くても遅 くても,時 効期間

に7年(以 上)の 差が生 じることになる。既存債務の弁済期よりも手形の満期が
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後の場合には,既 存債権の消滅時効の進行の面では,既 存債務の弁済期は手形の

満期 よりも後日と解されなければならないであろうか らである(既 存債権を行使

しうるまでは,既 存債権についての時効の進行は休眠し,あ るいは停止レ,ま た

は連続的に中断 され るとの説明も,こ れ と趣 旨 を 同 じくするものであろう)。手
　 　 　 　 　 　

形 が支払に代 えて振 出 され た場 合には,手 形 の交 付が代物弁済 と して既存債 務は

消滅 して しま うので比較 すべ くもないが,こ の場 合 も,も し既存 債務が 消滅 しな

か った と仮定 して考 えれば,手 形 が支払 のため に振 出 され た場 合につ きな した と

同様な る考察 を しうる。 もっと も,手 形 当事者が3名 以上 の場合 には,満 期 前 の

遡求 とい うこと もあ って,上 述 の ごと く一律には いか ない であろ うが。

(7)英 米法 が手形 の時効制度 につ き,い かに規定 してい るか をみ てみ る と.そ こで

は,手 形小切手上 の権利 につ き特別 の短 期時 効制度 を認め ては お らず,ひ と し く

出訴 期限法(LimitationAct,1939)の 適用を うけ,,通 常 の一般債 権につ いて と

同一 の6年 の 時 効 に かか るとされ てい る。 た とえば,引 受人 または約束手形 の

振 出人に対 す る手形上 の権利は 満期か ら,ま た,一 一覧払 手形に あ っては,引 受人

については支払 の呈示が あ った ときか ら,振 出人につ いては振 出 日か ら,そ れ ぞ

れ6年 の時効に かか る。裏書 人 または 為 替手形 の 振 出人に対 す る手 形上 の権利

は,こ れ らの者が 引受拒絶 または支払拒絶 の通知 を受取 った ときか ら6年 の時効

にかか る。(SeeD.A.L,Smout,ChalmersonBillsofExchange,13thed.,

pp・322-328)。 したが って,わ が国 の よ うには,既 存債 権 と手形債 権 との時効期

間 の長 さの間に差 を生 じない。

(8)v.JosefHupka,DaseinheitlichewechselrechtederGenfervertrtige

(1934),S.147.

(9)利 得償還 請求権 は不法行為 または債務 不履 行に基 づ く損害 賠償請 求権 では ない

し(債 務 者に故意,過 失が あって権 利者 に損害 を生ぜ しめ る場合 に あた らないか

ら),民 法上 の 不 当利得返還請 求 で もない(民 法第703条 の,法 律上 ノ原 因ナ ク

シテ,に 該 当 しないか ら)こ とは一般 に説明 され てい ると ころで あ る。

ドイ ツ学説に おけ る利得償還 請求権 の 法的性 質論 の 分 類は,水 口 ・手形法 論

691頁 以下 に詳 しい。

利 得償還請求権 を法 の認 めた特別 の権利 とす る説 と,手 形 の残存 物 ない し変形

物 とす る説 とに,対 立 してい るが ごと く解す るのは正 当では な く,両 老は互 いに

次元 を異 にす る。利得償 還請求権 が手形 の残存 物 ない し変 形物 であ る ことを強 調

す る立場か らも,そ れは究極 いか な る権利か と問 われれ ば,手 形法 の認め た特 別

の権利 であ る といわ ざるをえ ないで あろ う。

法 が認めた特別 の請求権 であ る,と い うことにつ いては,竹 田 「利 得償還請求

権 の時 効」 法学論 叢10巻1号87～88頁 参照。
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⑩ 石井 ・ジュ リス ト229号73頁 参照。

(11)大 判 明治38年10月28日 ・民録11輯1392頁 。

(1X大 判大 正6年7月5日 ・民録23輯1282頁 。

⑯ 京都地判年 月 日不 明新 聞961号16頁,福 山区判昭和2年4月7日 新 聞2691号

9頁,仙 台地判昭 和6年6月4日 新 聞3304号12頁,東 京地 判 昭和10年1月31

日評論24巻 商 法588頁 。

⑳ 鴻 ・前掲 論文189頁 。

㈲ 浜田 ・前 掲論文159頁 参照。

(16)東 京控判 年 月 日不 明新 聞37号7頁 。

⑳ 大判 明治40年1月26日 民録13輯20頁 。

㈱ 大 判大正4年10月26日 民録21輯1775頁,大 判大正5年1月31日 民録22輯

99頁 。

(19)納 富 「手 形 の利得償 還請求権」 法学論叢35巻1142頁 註16,及 び 大 浜 ・前掲

145頁 参照。

(eo)鴻 ・前掲173頁,浜 田 ・前掲146頁 。

⑳ か か る意味 で,東 京地八 王子支部判 昭和33年3月28日 下級民 集9巻3号533

頁 の所 論には賛成 しない。 山村 「保証債務 の 範 囲 と 利得償 還請求権」 手形研 究

46号13頁 参 照。

㈱Wieland,DerWechselu,seinezivilrech七lichenGrundlagen,S.44ff.

四 消滅時効の起算点

利得償還請求権の消滅時効期間が,そ の法的性質論か ら直接にはみちびき

えず,制 度論か らおして妥当な解釈をするほかない とすれば,こ こに時効の

起算点が重要な問題になる。 これは利得償還請求権がいついかなるばあいに

発生するかにかか る問題である。

1

H

皿

甲(約 手振出人)麟 債務破 瓢 δために振出じ五乙(受 取人)

甲(約手振出人)麟 債務破 乙(受取人)騙 ≡翻 の支丙(騰 §炎)

払のために 払に代えて

甲現存債務の支払に代えて乙既存債務の支払のために丙
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1利 得償還請求権の発生時点 その一(原 因関係上の当事者 と利得償還

上の当事者 とが同じ場合)

④ 先ず,利 得償還請求権の当事者たるべ き者同志のあいだに,既 存債権

が存在す るばあいか ら考察 してみよう。以下,図1を もとに して論ず る。

乙は甲にたいする手形債権を時効にかか らしめて も,甲 にたいす る原因債

権が依然 として存続することは一般に承認 されている。手段たる手形が適法

に支払われた ときに,そ れが原因債務の弁済 としての効力を有す るため,原

因債権が消滅するのであって,手 形債権が時効にかかったか らとて,原 因債

権 も当然に消滅にきす るのではない。解釈論 としては,手 形債権が時効にか

か ると同時に,原 因債権 も消滅すると説 くことも可能であるが,そ れでは既

存債務の支払のために手形が授受されたばあいも既存債務の支払に代えて手

形が授受されたばあいも,お なじ取扱いにな り,手 形当事者の合理的意思を

もとに して区別 した こ支払のために.と ミ支払に代えて.の 設定を無視す る

ことになる。

乙は手形上の権利を時効にかか らしめて も,原 因債権がそんするかぎ り,
ロ ラ

利得償還請求権を取得しない。その理由づけのために,利 得償還請求権は他

に法律上何 らの救済方法が無いばあいにおける最後の救済手段だか ら,原 因

債権がそんす るかぎり,利 得償還請求権は発生 しないと説明す るも,ま た,

甲は原因債務を負っているか ら利得償還の こ利得.の 要件をみた していない

か ら利得償還請求権は発生 しないと説明するも,上 の例のぼあいにはおなじ
く　　

結論になる。

原因債権が存続す るも,手 形債権が消滅す るとただちに利得償還請求権が

発生する(原 因債務 と利得償還義務 とを併列 して負 う)と 解す ると,も しそ

の理解が,手 形債務をまぬがれた こと自体を,利 得であるとかんがえてい る

のであれぽ,実 質的な利得を問題 とす る利得償還の制度と相矛盾す る結果が

生 じて くる。

たとえば・甲(約 束振出人)融 逼爾 形 乙(受 取人)の ばあいに も・乙は手形
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債権を時効にかか らしめると,甲 に対する利得償還請求権を取得す ることに

なって しまうが,本 来利得償還義務者た るべき者は乙であるか ら,か かる理

解が前提 と矛盾 し不当なことは明白であろ う。 これを折衷的に解 して,た と

い受取人乙が所持人丙に対 し原因債務をおっていても,対 価をえなが ら手形

債務をまぬがれた ときについてだけは,利 得償還請求権が発生すると説かれ

ることもある。それは生起 しうるあ らゆる類型を,統 一的に説明しょうとの

意図のもとになされた ものであろ う。 しか し,統 一的説明とい う点では優れ

ていて も,そ の説は法律関係をいたず らに複雑化な らしめ紛糾せ しめるもの

で,特 に図1の ばあいに,一 体 どうしてそのような創造がなされなければな

らないのか と素朴に疑いたい。現実に生起する蓋然性の高い ものは,図1の

ごときばあいであ るとお もわれ る。あまり生 じそ うにもない類型の紛争を解

決す るのに便利な説 明で も,頻 繁に生ずるであろ う類型の解決に無理がきて

は しょうがないo

要す るに,な ぜ利得償還請求権 が 認め られたか とい うその趣 旨(前 述)か

ら判断すべ きである。その者にたいす る原因債権がそんす るか ぎり,利 得償

還請求権は発生せず,の ちに原因債権が時効にかかるも,そ れが利得償還請

求権 とはなん ら関係のない ことについては,判 例 とともに前述 した。すなわ

ち,既 存債務の支払のために手形が授受 された当事者間においては,利 得償

還請求権が発生す る余地がない。既存債務の両当事者が利得償還請求の両当

事者になるのは,既 存債務の支払に代えて手形が授受されたときについてだ

けである。 このばあいには利得償還請求権をみ とめないと,利 害関係上,不

公平な結果が生ず るか らである。そのぼあいには,手 形上の権利を時効にか

か らしめたときに,利 得償還請求権が発生することになる。

⑧ 図llの ばあい,甲 振出の約束手形が乙の計算において振出された手形
(3)

であったときには,利 得償還義務者たるべ き者は乙である。乙は遡求義務を

まぬがれると同時に利得償還義務者 とな り,丙 は,乙 にたいす る利得償還請

求権 と 甲にたいする手形債権 とを,任 意 に 選択行使できると解すべ きであ
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る。か く解することが,多 数当事者間 の 利害 を 調和せ しめる解決点であろ

う。 この ことは,為 替 手 形 の振出人,引 受人及び受取人の関係にもあては
(4)(5)
まる。

2利 得償還請求権の発生時点 その二(原 因関係上の当事者 と利得償還

上の当事者 とが違 う場合)

④ 以下,図llを もとに して論ず る。丙が乙に対する遡求権保全手続を{解

怠すると同時に,乙 は遡求されるおそれがな くな り,現 実にだれか ら支払を

受けよ うとも,乙 は支払を受けて満足 し,乙 の甲に対する原因債権 も消滅す

ると解すべ きである。乙の二重利得を認むべ き理由は どこに もない。現実に

だれか ら支払の給付を受けよ うとも,そ の給付は原因債務の弁済 としての効

力を有する。手形による支払の場合,手 形債務の履行を受けるか,遡 求され

るおそれがな くなった ときに,完 全な弁済 としての効力を生ず るとい うふ う

に,民 法上の弁済とは若干そのあ らわれかたが異なるだけで,根 本はおな じ

である。
(6)

ただ,権 利 と義務 との分離現象は往 々にそんす るところであるが,上 のば

あい もその現象 と類似 し,乙 の甲にたいする原因債権が消滅するとはいえ,

それが甲の支払に より生 じたところの消滅ではない。だか ら丙は甲に対する

手形上の権利を時効消滅せ しめたとき,甲 に対 し利得償還請求をなし得るの

である。

ところで,甲 に対する手形上の権利を時効消滅せ しめた ときには,乙 に対

する遡求権 も消滅す ると解するのが判例である。 もしもこのぽあい,丙 が遡

求権を行使でき,乙 はそれを拒めないとす ると,丙 の責にきすべきことによ

って生 じた不利益を,乙 に負担 させ ることにな り,乙 に とって不当な結果 と

なる。仮 りに,乙 が手形を所持 しておれば,時 効を中断させることもできた

わけであるが,手 形は丙に よって所持 されているので,そ れ もできない。 も

っとも,償 還義務を履行 して手形 を受け戻 した者 も利得償還請求者であると

解 されているか ら,そ の趣 旨をひろ く受け戻すべ き義務あって受け戻 した者
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の意味に解 し,乙 が手形を受戻 して甲に対 し利得償還請求できることになれ

ば,な ん ら不都合はそん しないかにみえる。 しか し,利 得 償 還 請 求す るに

は,実 質関係に立ちかえって,す べての立証責任を負担す るなど,手 形上の

基本的権利が健在 していた状態に比 し,乙 の不利益はまぬがれない。その解

決は,つ まり,乙 丙間の合意によることになる。通常,健 全なる手形を返還

してのみ遡求 しうるとするのが,手 形授受当事者間の合理的意思であろ う。

したがって,丙 が甲に対す る手形上の権利を時効消滅せ しめたばあい,丙 は

乙に対 し遡求 しえな くなると解すべ きである。通常,乙 に対す る遡求権のみ

が存続するとい うことはあ りえない。

結局,甲 に対す る利得償還請求権は,丙 が甲に対す る手形上の権利を消滅

せ しめたときに発生す ることとなる。

⑧ 以下,図 皿を もとにして論ずる。図1に ついて論 じたと同様,丙 は遡

求権保全手続を癬怠す るも乙にたいする原因債権を失なわない。丙が甲にた

いす る手形債権を消滅せ しめたばあいには,図Hに ついて論 じたと同様,乙

は丙の遡求権ない し原因債権の行使 を 拒み うると解すべ きである。 すなわ

ち,甲 にたいす る手形債権を時効にかか らせた場合,通 常,丙 は甲にたいし

利得償還請求する以外に救済を うけ るみちがない。 この利得償還請求権は丙

が甲にたいする手形債権を時効消滅せ しめたときに発生する。

特約により,手 形上の基本的権利が消滅するも,丙 の乙にたいする遡求権

ない し原因債権が存続す るばあいには,利 得償還請求権の発生要件 として,

他になん らの救済方法がないこと(ま たは,他 に民法上の救済方法がないこ

と,ま たは,他 に手形上の権利が存 しない こと)を 必要 と説 くか,ま たは,

義務者たるべき者が利得しているか ぎり他に救済方法があるといなとを問わ

ない と説 くかに より,結 論がちがって くる。前説によれば,丙 は甲にたい し

利得償還請求で きない。後説によれば,丙 は乙にたいす る原因債権ない し遡

求権 と甲にたいす る利得償還請求権 とをあわせ もつ。

私は後説を採 りたい。本体たる原因債権がそんするかぎ り,利 得償還請求
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権を認める必要はないとの反論 もなされよ う。 しか し当事者が多数なること

を予定する手形関係にあっては,人 的面では個別的に解決することが,多 数

当事者間の利害を調和せ しめる解決点であろ う。
　 　 　 　 　 　

支払のためにと支払に代えての他の組合せについて も,為 替手形 または小

切手について も,図Ifi皿 に論 じた ところと同様のことがあてはまる。なお

以上いずれのぼあいも,利 得償還義務者は自己の既存債務が時効にかか り消

滅 した ことを,何 人に対 して も対抗 しうると解すべ きである。けだ し,利 得

償還の制度の趣 旨か らして,原 則 として,利 得償還義務者は既存債務 より重

い義務を課 されるものではな く,利 得償還請求権者は既存債権 より強い権利

を与え られるものではないか らであ る。

(1)最 高判昭和36年12月22日 民集15巻12号3066頁 参照。

対価を得ている限 り原因債務と利得償還義務とが併立する=水 口 ・商法判例研

究446頁 以下,奥 山 ・ジュ リス ト336号127頁 以下。他に救済手段がある限 り利

得償還請求は許されない=宮 田 ・判例 タイムズ141号45頁 。 民法上 なん らの救

済方法 も有 しないことは要 しない・=薄井 ・民商47巻1号119頁 。 他の手形債務

者の無資力の場合のことも考えると,請 求の相手方に対する手形の権利の消滅と

利得の存在という要件にしぼるのが 簡明妥当な構成である=豊 崎 ・手小百選47

事件103頁 。

(2)参 照:河 本 「利得償還請求権」総判叢書商法(6)231頁 以下,田 辺 ・最新手形判

例 コメン ト70事 件396頁 以下。

(3)ド イ ツ手形法はわが国手形法 と異 なり裏書人を利得償還義務者中から除外 して

いる。 ドイッ学説は通常の場合には裏書人に利得が生ずることはないと強調 して
　 　 ロ

い る が,通 常 で な い 場 合 に つ い て 詳 細 に 論 じた も の は 見 当 ら な い 。Vgl・Staub-

Stranz,KommentarzumWechselgesetz,13.aufL§89Anm.15;Stranz,

Wechselgesetz,14.auf1.§89Anln.6,11;Jacohi,wechselu.Scheckrecht

S.935;Baunbach-Heffermehl,Wechselgesetzu・Scheckgesetz,8.autl.§89

Anm.20.

(4)わ が国学説は,一 般に,為 替手形 の振出人に対す る遡求権を保全手続の欠歓ま

たは時効により消滅せしめたが,引 受人に対す る手形上の権利が存続しているば

あいにも,振 出人にたいする利得償還請求権は成立するとし,そ れ らを任意に選

択行使できると解するのが多数を占めている。これにたいし,ド イッ学説は,上
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の場合に,同 じく利得償還請求権 の発生を認めるが,引 受人にたいす る手形債権

が存続 している限 りは,振 出人にたいす る利得償還請求権を実行できないと解し

ているようである。そして,振 出人にたいす る利得償還請求権についての時効の

進行はそれが発生した時か らであると解されている(VgLS七ranz,a・a・0・,§89

Anm.15)。

(5)わ が国判例は,振 出人に対す る遡求権を失な うも引受人に対する手形上の権利

を失なわざれば,原 則 として利得償還請求 しえないが,引 受人が無資力の場合に

は振出人に対 し利得償還請求をなしうる旨を,事 案の解決 とは無関係に意見とし

てのべている。大判昭和3年1月9日 民集7巻1号1頁 参照。

㈹ 鳥 賀陽 「権利 ト義務 トノ関係二就テ」商法研究1巻1頁 以下参照。

五 む す び

原因債権の消滅時効満了点 と利得償還請求権の消滅時効点 とが同一点に く

れば,も っとも妥当な解決 とお もわれる。 しか しそれ らを同一点におこ うと

す ると,原 因債権はその種類に よりその時効期間を異にするか ら,利 得償還

請求権の時効期間を一定には定めえな くなる。 また,手 形当事者が3名 以上

であるぽあいにはとくに,原 因債権の弁済期 と手形の満期 とが同一でないば

あいが生 じ、そのばあいには原因債権がたとい同種であって も,事 案が異な

るごとに,原 因債権の消滅時効満了点と利得償還請求権の発生時点との間隔

が一定 しない。結局,立 法に よる解決を別にすれば,手 形当事者間の利 益

を比較衡量 し,実 質関係にできるだけ接近 した形において,解 釈により妥当

な点を見出す よりほかない。

10年 説は長 きに失 し賛成 しえない。10年 説によれば,原 因債権の時効満

了点よりも利得償還請求権の時効満了点は数年 あとになる(前述参照)。5年 説

の意図す るところには賛成であるが,商 法501条4号 を根拠 とす るその論理

には賛成 しえない し,5年 にて も長 きに失する。一方,手 形法上,引 受人お

よび約手の振出人にたいす る手形上の権 利 の 時効 期 間 は3年 であるが,裏

書人または為手の振出人にたいする手形上の権利の時効期間は1年 である。

他方,利 得 償 還 義務者は振出人,引 受人または裏書人であるか ら,手 形法

■
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を準用す ることか らは3年 説は出て こない。体系を同 じくす るドイツ手形法

に したがって3年 説を採 るとしても,ド イツ手形法にあ っては利得償還義務

者中に裏書人を入れてお らず,そ の点,日 本手形法 とは ことなるか ら,ド イ

ツ手形法に したがい3年 説を採 ることにも難がある。3年 説は解釈論 として

その論拠の点で説得的な ものを与ええず,立 法論の段階に止まる。

手形法および小切手法が独立の法体系をなしてお り,そ の法体系において

のみ認め られ る請求権であるか ら,そ の消滅時効期間について も,手 形法お

よび小切手法に定め られた時効の規定(手70条77条1項8号 小51条)を 類推適

用す るのが妥当ではなかろうか。

かか る短期の時効にては,手 形権利者を救済すべき請求権 としての用をな

さない との反論 も予想 され る。 しか し手形が授受された場合には,手 形法体

系を維持するために,手 形関係か らの実質関係に及ぼす影響を認めざるをえ

ず,ま た,利 得償還請求にあた り手形 の授受がなされなか ったとまった く同

一のもとの状態に戻れるものでないことは前述の とお りである。

●




